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議案第９３号

福岡市建築関係手数料条例の一部を改正する条例案

　上記の議案を提出する。

平成２８年２月２４日

福岡市長　髙　　島　　宗 一 郎

理由

　この条例案を提出したのは，建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行に伴

い，建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等の事務に係る手数料の額を定める等の必要

があるによる。

福岡市建築関係手数料条例の一部を改正する条例

　福岡市建築関係手数料条例（平成１２年福岡市条例第１３号）の一部を次のように改正する。

　第２条第１項に次の１号を加える。

⑽　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）関係の手数

料　別表第１０

　第２条第２項中「又は第９号」を「，第９号又は第１０号」に，「別表第１０」を「別表第１１」

に改め，同項に次の１号を加える。

⑷　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第２項（同法第３１条第２項に

おいて準用する場合を含む。）

　別表第１　４２の３の項の次に次のように加える。

４２の４　施行令第１３７

条の１６第２号の規定

に基づく既存建築物

の移転に関する特例

の認定の申請に対す

る審査

既存建築物の移転の

特例認定申請手数料

２７,０００円
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⑶　既存の一戸建ての住宅の場合

　　８９,０００円（事前審査済計画については，１１,０００円）

⑷　既存の共同住宅等の場合

　次に掲げる建築物の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額を認定申請対

象住戸の数で除して得た金額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）

　ア　５００平方メートル以内のもの　２１０,０００円（事前審査済計画については，２３,０００円）

イ　５００平方メートルを超え１,０００平方メートル以内のもの　３３７,０００円（事前審査済計画に

ついては，４２,０００円）

ウ　１,０００平方メートルを超え３,０００平方メートル以内のもの　６６６,０００円（事前審査済計画

については，６０,０００円）

エ　３,０００平方メートルを超え５,０００平方メートル以内のもの　１,１９３,０００円（事前審査済計画

については，１１３,０００円）

オ　５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メートル以内のもの　２,０５２,０００円（事前審査済計

画については，１９６,０００円）

カ　１０,０００平方メートルを超え２０,０００平方メートル以内のもの　３,７９７,０００円（事前審査済計

画については，３２３,０００円）

キ　２０,０００平方メートルを超え３０,０００平方メートル以内のもの　５,４２５,０００円（事前審査済計

画については，３９７,０００円）

ク　３０,０００平方メートルを超えるもの　６,６４６,０００円（事前審査済計画については，４２４,０００

円）

　別表第５　２の項金額の欄中「一戸建て」を「新築の一戸建て」に，「共同住宅等」を「新

築の共同住宅等」に改め，第２号の次に次のように加える。

　別表第５　１の項金額の欄中「一戸建て」を「新築の一戸建て」に，「共同住宅等」を「新

築の共同住宅等」に改め，第２号の次に次のように加える。

⑶　既存の一戸建ての住宅の場合

　　１の項⑶に規定する手数料の金額の２分の１に相当する金額

⑷　既存の共同住宅等の場合

　　建築物の計画の変更に係る部分の床面積の２分の１の面積（床面積が増加する場合に

あっては，これに当該増加する部分の床面積を加算した面積）の区分に応じ，それぞれ１

の項⑷アからクまでに定める金額を変更認定申請対象住戸の数で除して得た金額（１００円

未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）

　別表第７　１の項金額の欄第１号中「エネルギーの使用の合理化に関する法律」を「エネ

ルギーの使用の合理化等に関する法律」に改め，同欄第２号中「）及び」を「）又は」に改

め，同表２の項金額の欄第２号中「及び」を「又は」に改める。
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事　　　務 名　　　称 金　　　　　額

１　建築物のエネル

ギー消費性能の向上

に関する法律（以下

こ の 表 に お い て

「法」という。）第２９

条第１項の規定に基

づく建築物エネル

ギー消費性能向上計

画の認定の申請に対

する審査

エネルギー消費性能

の向上のための建築

物に関する認定申請

手数料

⑴　一戸建ての住宅（住宅以外の用途に供す

る部分（以下「非住宅部分」という。）を有

しないものに限る。以下この表において同

じ。）を対象とする認定の場合

　次に掲げる建築物の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める金額

ア　２００平方メートル未満のもの　４５,０００

円（法第３０条第１項各号に掲げる基準に

適合することについて，あらかじめエネ

ルギーの使用の合理化等に関する法律第

７６条第１項に規定する登録建築物調査機

関若しくは住宅の品質確保の促進等に関

する法律第５条第１項に規定する登録住

宅性能評価機関による審査を受け，又は

同法による設計住宅性能評価書を添付し

て申請された建築物エネルギー消費性能

向上計画（以下この表において「事前審

査済計画」という。）については，６,０００

円）

イ　２００平方メートル以上のもの　５０,０００

円（事前審査済計画については，６,０００円）

⑵　共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一

戸建ての住宅以外の住宅であって，非住宅

部分を有しないものをいう。以下この表に

おいて同じ。）又は複合建築物（住宅の用途

及び住宅以外の用途に供する建築物をいう。

以下この表において同じ。）の住戸の部分

を対象とする認定の場合

　次に掲げる認定に係る住戸の部分の床面

積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る金額

ア　３００平方メートル未満のもの　９０,０００

円（事前審査済計画については，１２,０００

円）

イ　３００平方メートル以上２,０００平方メート

ル未満のもの　１５１,０００円（事前審査済計

　別表第１０を別表第１１とし，別表第９の次に次の１表を加える。

別表第１０
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画については，２６,０００円）

ウ　２,０００平方メートル以上５,０００平方メー

トル未満のもの　２５８,０００円（事前審査済

計画については，５９,０００円）

エ　５,０００平 方 メ ー ト ル 以 上 の も の　 

３７１,０００円（事前審査済計画については，

１０６,０００円）

⑶　共同住宅等の建築物の全体を対象とする

認定の場合（当該認定と併せて住戸の部分

を対象とする認定の場合を含む。）

　⑵アからエまでに掲げる建築物の床面積

の合計の区分に応じ，それぞれに定める金

額

⑷　非住宅部分を有する建築物の当該非住宅

部分を対象とする認定の場合（非住宅部分

のみを有する建築物（以下「非住宅建築物」

という。）の全体を対象とする認定の場合

を含む。）

　次に掲げる認定に係る非住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る金額

ア　３００平方メートル未満のもの　３００,０００

円（建築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令（平成２８年経済産業省令・国

土交通省令第１号。以下この表において

「省令」という。）第８条第１号イ⑵及び

ロ⑵に規定する基準（以下この表におい

て「第８条モデル建物法」という。）を用

いた計画については１１４,０００円，事前審査

済計画については１２,０００円）

イ　３００平方メートル以上２,０００平方メート

ル未満のもの　４８５,０００円（第８条モデル

建物法を用いた計画については１９２,０００円，

事前審査済計画については３５,０００円）

ウ　２,０００平方メートル以上５,０００平方メー

トル未満のもの　６９３,０００円（第８条モデ

ル建物法を用いた計画については３１１,０００

円，事前審査済計画については１０６,０００円）

エ　５,０００平方メートル以上１０,０００平方メー

トル未満のもの　８５４,０００円（第８条モデ
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　ル建物法を用いた計画については４０７,０００

円，事前審査済計画については１６７,０００円）

オ　１０,０００平方メートル以上２５,０００平方

メートル未満のもの　１,００９,０００円（第８

条モデル建物法を用いた計画については

４８９,０００円，事前審査済計画については

２１２,０００円）

カ　２５,０００平方メートル以上のもの　 

１,１５１,０００円（第８条モデル建物法を用い

た計画については５７４,０００円，事前審査済

計画については２６５,０００円）

⑸　複合建築物の住戸の部分及び非住宅部分

を対象とする認定の場合

　⑵アからエまでに掲げる認定に係る住戸

の部分の床面積の合計の区分に応じ，それ

ぞれに定める金額と⑷アからカまでに掲げ

る認定に係る非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ，それぞれに定める金額との合

計額

⑹　複合建築物の全体を対象とする認定の場

合（当該認定と併せて住戸の部分又は非住

宅部分を対象とする認定の場合を含む。）

　⑵アからエまでに掲げる認定に係る住戸

の部分及び住宅の共用部分（以下「住宅部

分」という。）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれに定める金額と⑷アからカまでに

掲げる認定に係る非住宅部分の床面積の合

計の区分に応じ，それぞれに定める金額と

の合計額

２　法第３１条第１項の

規定に基づく建築物

エネルギー消費性能

向上計画の変更の認

定の申請に対する審

査

エネルギー消費性能

の向上のための建築

物に関する変更認定

申請手数料

⑴　一戸建ての住宅を対象とする変更の認定

の場合

　１の項⑴ア及びイに掲げる建築物の床面

積の合計の区分に応じ，それぞれに定める

金額の２分の１の金額

⑵　共同住宅等又は複合建築物の住戸の部分

を対象とする変更の認定の場合

　１の項⑵アからエまでに掲げる変更の認

定に係る住戸の部分の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれに定める金額の２分の１

の金額
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⑶　共同住宅等の建築物の全体を対象とする

変更の認定の場合（当該認定と併せて住戸

の部分を対象とする変更の認定の場合を含

む。）

　１の項⑵アからエまでに掲げる建築物の

床面積の合計の区分に応じ，それぞれに定

める金額の２分の１の金額

⑷　非住宅部分を有する建築物の当該非住宅

部分を対象とする変更の認定の場合（非住

宅建築物の全体を対象とする変更の認定の

場合を含む。）

　１の項⑷アからカまでに掲げる変更の認

定に係る非住宅部分の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれに定める金額の２分の１

の金額

⑸　複合建築物の住戸の部分及び非住宅部分

を対象とする変更の認定の場合

　１の項⑵アからエまでに掲げる変更の認

定に係る住戸の部分の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれに定める金額の２分の１

の金額と同項⑷アからカまでに掲げる変更

の認定に係る非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ，それぞれに定める金額の２分

の１の金額との合計額

⑹　複合建築物の全体を対象とする変更の認

定の場合（当該認定と併せて住戸の部分又

は非住宅部分を対象とする変更の認定の場

合を含む。）

　１の項⑵アからエまでに掲げる変更の認

定に係る住宅部分の床面積の合計の区分に

応じ，それぞれに定める金額の２分の１の

金額と同項⑷アからカまでに掲げる変更の

認定に係る非住宅部分の床面積の合計の区

分に応じ，それぞれに定める金額の２分の

１の金額との合計額

３　法第３６条第１項の

規定に基づく建築物

エネルギー消費性能

基準に適合している

旨の認定の申請に対

建築物エネルギー消

費性能基準の適合認

定申請手数料

⑴　一戸建ての住宅を対象とする認定の場合

　次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める金額

ア　イアからウまでのいずれにも該当しな

い建築物を対象とする認定の場合



議案第９３号

7

する審査 　次に掲げる建築物の床面積の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める金額

ア　２００平方メートル未満のもの　

４５,０００円（省令第１条第１項第２号イ

⑵及びロ⑵に定める基準（以下この項

において「仕様基準」という。）を用い

たときは，２２,０００円）

イ　２００平方メートル以上のもの　

５０,０００円（仕様基準を用いたときは，

２４,０００円）

イ　次のいずれかに該当する建築物（イ及

びウに掲げる建築物にあっては，工事が

完了したときから認定の申請をするとき

までの間に当該建築物に変更がないもの

に限る。以下「適合証等付建築物」とい

う。）を対象とする認定の場合

　　６,０００円

ア　法第２条第３号に掲げる基準に適合

することについて，あらかじめ登録建

築物調査機関又は登録住宅性能評価機

関による審査を受けたもの

イ　法第３０条第１項の規定に基づく建築

物エネルギー消費性能向上計画の認定

又は都市の低炭素化の促進に関する法

律第５４条第１項の規定に基づく低炭素

建築物新築等計画の認定を受け，かつ，

建築基準法による検査済証を添付して

申請されたもの

ウ　住宅の品質確保の促進等に関する法

律による建設住宅性能評価書を添付し

て申請されたもの

⑵　共同住宅等の建築物の全体を対象とする

認定の場合

　次に掲げる建築物の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める金額

ア　３００平方メートル未満のもの　９０,０００

円（仕様基準を用いたときは４３,０００円，

適合証等付建築物であるときは１２,０００円）

イ　３００平方メートル以上２,０００平方メート

ル未満のもの　１５１,０００円（仕様基準を用
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　いたときは７５,０００円，適合証等付建築物

であるときは２６,０００円）

ウ　２,０００平方メートル以上５,０００平方メー

トル未満のもの　２５８,０００円（仕様基準を

用いたときは１３６,０００円，適合証等付建築

物であるときは５９,０００円）

エ　５,０００平方メートル以上のもの　３７１,０００ 

円（仕様基準を用いたときは２０５,０００円，

適合証等付建築物であるときは１０６,０００

円）

⑶　非住宅部分を有する建築物の全体を対象

とする認定の場合（非住宅建築物の全体を

対象とする認定の場合を含む。）

　⑵アからエまでに掲げる認定に係る住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ，それぞ

れに定める金額と次に掲げる認定に係る非

住宅部分の床面積の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める金額との合計額

ア　３００平方メートル未満のもの　３００,０００

円（省令第１条第１項第１号ロに規定す

る基準（以下「第１条モデル建物法」と

いう。）を用いたときは１１４,０００円，適合

証等付建築物であるときは１２,０００円）

イ　３００平方メートル以上２,０００平方メート

ル未満のもの　４８５,０００円（第１条モデル

建物法を用いたときは１９２,０００円，適合証

等付建築物であるときは３５,０００円）

ウ　２,０００平方メートル以上５,０００平方メー

トル未満のもの　６９３,０００円（第１条モデ

ル建物法を用いたときは３１１,０００円，適合

証等付建築物であるときは１０６,０００円）

エ　５,０００平方メートル以上１０,０００平方メー

トル未満のもの　８５４,０００円（第１条モデ

ル建物法を用いたときは４０７,０００円，適合

証等付建築物であるときは１６７,０００円）

オ　１０,０００平方メートル以上２５,０００平方

メートル未満のもの　１,００９,０００円（第１

条モデル建物法を用いたときは４８９,０００円，

適合証等付建築物であるときは２１２,０００

円）
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備考

１　法第３０条第２項の規定に基づく申出がある場合の手数料の金額は，この表に規定す

る手数料の金額に，当該申出に係る建築物の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ別

表第１　１の項に規定する手数料の金額，同表２の項に規定する手数料の金額及び同

表３の項に規定する手数料の金額を加えて得た金額とする。

２　３の項⑵及び⑶に掲げる建築物の全ての住戸について仕様基準を用いた場合は，認

定に係る住宅の共用部分は仕様基準を用いたものとみなす。

　　　附　則

　この条例は，平成２８年４月１日から施行する。ただし，別表第１及び別表第７の改正規定

は，公布の日から施行する。

カ　２５,０００平方メートル以上のもの　 

１,１５１,０００円（第１条モデル建物法を用い

たときは５７４,０００円，適合証等付建築物で

あるときは２６５,０００円）




